
議第３０号 

 

平成３０年度綾部市簡易水道特別会計予算 

 

 平成３０年度綾部市の簡易水道特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ４０１，９１２千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に 

よる。 

 （地方債） 

第２条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目

的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２表 地方債」による。 

 （一時借入金） 

第３条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

３００，０００千円と定める。 

 

平成３０年３月５日提出 

 

綾部市長 山 崎 善 也  

 

 

 

 



第１表　歳入歳出予算

歳 入

款 項 金　　額
千円

1 分 担 金 及 び 負 担 金 3,372 

1 分 担 金 1,555 

2 負 担 金 1,817 

2 使 用 料 及 び 手 数 料 101,708 

1 使 用 料 101,264 

2 手 数 料 444 

3 国 庫 支 出 金 24,932 

1 国 庫 補 助 金 24,932 

4 府 支 出 金 38,991 

1 府 補 助 金 38,991 

5 財 産 収 入 118 

1 財 産 運 用 収 入 118 

6 繰 入 金 183,095 

1 一 般 会 計 繰 入 金 150,100 

2 基 金 繰 入 金 32,995 

7 諸 収 入 5,296 

1 受 託 事 業 収 入 5,000 

2 雑 入 296 

8 市 債 44,400 

1 市 債 44,400 

歳 入 合 計 401,912 



歳 出

款 項 金　　額

192,917 

千円

1 総 務 費 58,151 

建 設 改 良 費 95,796 

1 総 務 管 理 費 58,151 

2 給 水 費

公 債 費 150,344 

1 給 水 管 理 費 97,121 

2

予 備 費 500 

3 公 債 費 150,344 

1

歳 出 合 計 401,912 

4 予 備 費 500 

1



第２表　　地　方　債

起債の目的 限 度 額 起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法

　財政の都合
により起債前
借りすること
ができる。

千円

簡 易 水 道 整 備 事 業 25,800 　左の各起債の償
還の方法について
政府資金はその融
資条件による。
　銀行、その他の
場合には、その債
権者と協定した条
件とする。
　ただし、財政の
都合により据置期
間及び償還期限を
短縮し、若しくは
繰上償還又は低利
に借換えすること
ができる。

辺 地 対 策 事 業 18,600 　発行価格
は、額面金
額１００円
につき９８
円５０銭以
上とする。

　証券発行の方
法によって起債
する場合、発行
価格が額面金額
を下まわるとき
は、その発行価
格差減額をうめ
るため必要な金
額を加算した額

　普通貸借又
は証券発行

　６．０％
以内
（ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる資金
について、
利率の見直
しを行った
後において
は、当該見
直し後の利
率）



平 成 ３ ０ 年 度

綾 部 市 簡 易 水 道 特 別 会 計 予 算 説 明 書



比 較
(千円)

歳 入 歳 出 予 算

平成30年度綾部市簡易水道特別会計

（歳　　　入）

１　総　　括

款
(千円)

本年度予算額
(千円)

前年度予算額

1 分担金及び負担金 3,372 2,623 749

2 使用料及び手数料 101,708 103,505 △1,797

3 国庫支出金 24,932 51,824 △26,892

4 府支出金 38,991 41,328 △2,337

5 財産収入 118 136 △18

6 繰入金 183,095 203,901 △20,806

7 諸収入 5,296 5,020 276

8 市債 44,400 77,700 △33,300

歳 入 合 計 401,912 486,037 △84,125

事 項 別 明 細 書

（歳　　　出）

款
本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
(千円)  　地方債　

比　較本年度
予算額 (千円)   

 国府支出金

前年度
予算額 (千円)       (千円) (千円)  

(千円)  そ の 他　(千円)  
一般財源

1 総務費

3 公債費

歳 出 合 計

58,151 64,623 △6,472 38,991 0 118 19,042

2 給水費 192,917 275,422 △82,505 24,932 44,400 8,558 115,027

150,344 145,492 4,852 0 0 0 150,344

4 予備費 500 500 0 0 0 0 500

284,913401,912 486,037 △84,125 63,923 44,400 8,676



２　歳　　入

第 1 款 分担金及び負担金

項　　　　　目 本 年 度
(千円) 

前 年 度
(千円) 

比 較
(千円)  

1 分担金 1,555 1,166 389

1 簡易水道分担金 1,555 1,166 389

2 負担金 1,817 1,457 360

1 簡易水道負担金 1,817 1,457 360

計 3,372 2,623 749

第 2 款 使用料及び手数料

項　　　　　目 本 年 度
(千円) 

前 年 度
(千円) 

比 較
(千円)  

1 使用料 101,264 103,002 △1,738

1 給水使用料 101,264 103,002 △1,738

2 手数料 444 503 △59

1 委託手数料 258 266 △8

2 設計審査手数料 78 134 △56

3 督促手数料 21 12 9

4 証明手数料 3 5 △2

5 閉栓手数料 84 86 △2

計 101,708 103,505 △1,797

第 3 款 国庫支出金

項　　　　　目 本 年 度
(千円) 

前 年 度
(千円) 

比 較
(千円)  

1 国庫補助金 24,932 51,824 △26,892

1 簡易水道費国庫補助金 24,932 51,824 △26,892

計 24,932 51,824 △26,892

第 4 款 府支出金

項　　　　　目 本 年 度
(千円) 

前 年 度
(千円) 

比 較
(千円)  

1 府補助金 38,991 41,328 △2,337

1 簡易水道費府補助金 38,991 41,328 △2,337

計 38,991 41,328 △2,337

節
説 明

(千円)  
区　　　分 金 額

(千円)

1 簡易水道分担金 1,555 簡易水道整備事業費

1 簡易水道負担金 1,817  1公設消火栓負担金 840

 2他会計負担金 977

節
説 明

(千円)  
区　　　分 金 額

(千円)

1 給水使用料 101,264 給水使用料

1 委託手数料 258 委託手数料

1 設計審査手数料 78 設計審査手数料

1 督促手数料 21 督促手数料

1 証明手数料 3 証明手数料

1 閉栓手数料 84 閉栓手数料

節
説 明

(千円)  
区　　　分 金 額

(千円)

1 簡易水道費補助金 24,932 簡易水道整備事業費

節
説 明

(千円)  
区　　　分 金 額

(千円)

1 簡易水道費補助金 38,991 簡易水道整備事業費



第 5 款 財産収入

項　　　　　目 本 年 度
(千円) 

前 年 度
(千円) 

比 較
(千円)  

1 財産運用収入 118 136 △18

1 利子及び配当金 118 136 △18

計 118 136 △18

第 6 款 繰入金

項　　　　　目 本 年 度
(千円) 

前 年 度
(千円) 

比 較
(千円)  

1 一般会計繰入金 150,100 177,391 △27,291

1 一般会計繰入金 150,100 177,391 △27,291

2 基金繰入金 32,995 26,510 6,485

1 減債基金繰入金 32,995 26,510 6,485

計 183,095 203,901 △20,806

第 7 款 諸収入

項　　　　　目 本 年 度
(千円) 

前 年 度
(千円) 

比 較
(千円)  

1 受託事業収入 5,000 5,000 0

1 簡易水道受託事業収入 5,000 5,000 0

2 雑入 296 20 276

1 雑入 296 20 276

計 5,296 5,020 276

第 8 款 市債

項　　　　　目 本 年 度
(千円) 

前 年 度
(千円) 

比 較
(千円)  

1 市債 44,400 77,700 △33,300

1 市債 44,400 77,700 △33,300

計 44,400 77,700 △33,300

節
説 明

(千円)  
区　　　分 金 額

(千円)

1 利子及び配当金 118 減債基金利子

節
説 明

(千円)  
区　　　分 金 額

(千円)

1 一般会計繰入金 150,100 一般会計繰入金

1 減債基金繰入金 32,995 減債基金繰入金

節
説 明

(千円)  
区　　　分 金 額

(千円)

1 簡易水道受託事業収入 5,000 受託事業費

1 雑入 296  1貸地料 19

 2消費税及び地方消費税還付金 1

 3不用品処分益 276

節
説 明

(千円)  
区　　　分 金 額

(千円)

18,600

1 事業債 44,400  1簡易水道整備事業費

 2簡易水道整備事業費（辺地）

25,800



21,4641 建設改良費 90,796 167,951 △77,155 24,932 44,400 0

5,000 21,4642 建設改良費 95,796 172,951 △77,155 24,932 44,400

186

使用料及び
手数料

3,372

0
分担金及び
負担金

93,5631 一般管理費 97,121 102,471 △5,350 0

0 0 3,558 93,563

(千円)  そ の 他 (千円) 

1 給水管理費 97,121 102,471 △5,350

(千円) (千円) (千円) 国府支出金 (千円) 地方債
特　　定　　財　　源

一般財源 (千円) 

第 2 款 給水費

項　　　目 本年度 前年度 比　較
本　年　度　の　財　源　内　訳

計 58,151 64,623 △6,472 38,991 0 118 19,042

0 0 2002 諸費 200 200 0 0

118

0 財産収入 18,8421 一般管理費 57,951 64,423 △6,472 38,991

38,991 0 118 19,042

(千円)  そ の 他 (千円) 

1 総務管理費 58,151 64,623 △6,472

(千円) (千円) (千円) 国府支出金 (千円) 地方債
特　　定　　財　　源

一般財源 (千円) 

３　歳　　出

第 1 款 総務費

項　　　目 本年度 前年度 比　較
本　年　度　の　財　源　内　訳

11 需用費 131

 3上林簡易水道整備事業費 7,1484 共済費 2,792

3,996  2山家西簡易水道統合整備事業費 68,6823 職員手当等

2 給料 8,178  1職員給与費 14,966

2619 負担金補助及び交付金

16 原材料費 10

14 使用料及び賃借料 614

13 委託料 25,507

3,35612 役務費

11 需用費 67,546

9 旅費 23

一般管理一般事務費8 報償費 39

(千円)  

節
説 明

(千円)
区　　　分 　金　額

給水使用料等過誤納還付金23 償還金利子及び割引料 200

9627 公課費

25 積立金 39,109

19 負担金補助及び交付金 2,908

14 使用料及び賃借料 5

1,29113 委託料

12 役務費 118

11 需用費 172

9 旅費 54

2,5884 共済費

3 職員手当等 3,692

43,7932 給料 7,878  2一般管理一般事務費

 1職員給与費 14,1581 報酬 40

(千円)  

節
説 明

(千円)
区　　　分 　金　額



地方債 (千円)  そ の 他 (千円) 

特　　定　　財　　源
一般財源 (千円) 

国府支出金
項　　　目 本年度 前年度 比　較

本　年　度　の　財　源　内　訳

(千円) (千円) (千円) (千円) 

計 500 500 0 0 0 0 500

0 5001 予備費 500 500 0 0 0

0 0 5001 予備費 500 500 0 0

地方債 (千円)  そ の 他 (千円) 

特　　定　　財　　源
一般財源 (千円) 

国府支出金
項　　　目 本年度 前年度 比　較

本　年　度　の　財　源　内　訳

(千円) (千円) (千円) (千円) 

150,344

第 4 款 予備費

計 150,344 145,492 4,852 0 0 0

41,7572 利子 41,757 44,664 △2,907 0 0 0

0 108,5871 元金 108,587 100,828 7,759 0 0

0 0 150,3441 公債費 150,344 145,492 4,852 0

特　　定　　財　　源
一般財源 (千円) 

国府支出金 地方債(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)  そ の 他 (千円) 

△82,505 24,932 44,400

項　　　目 本年度 前年度 比　較
本　年　度　の　財　源　内　訳

8,558

5,000

第 3 款 公債費

計 192,917 275,422 115,027

諸収入 02 受託事業費 5,000 5,000 0 0 0

(千円)  

説 明
(千円)

区　　　分 　金　額

節

(千円)  

説 明
(千円)

区　　　分 　金　額

節

 2一時借入金利子 99

23 償還金利子及び割引料 41,757  1地方債利子 41,658

23 償還金利子及び割引料 108,587 地方債償還金

説 明
(千円)

区　　　分 　金　額

節

(千円)  

4,70015 工事請負費

11 需用費 300 受託事業費

15 工事請負費 68,016

40514 使用料及び賃借料

13 委託料 7,278



前年度末現在高見込額

千円

簡 易 水 道 整 備 事 業 債 2,779,290

千円

前前年度末現在高

地方債の前前年度末にお ける
当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高

2,795,062

区　　　　　分

千円千円

2,730,875

当該年度末現在高見込額
当該年度中起債見込額

現在高並びに前年度末及び
の 見 込 み に 関 す る 調 書

44,400 108,587

当該年度中元金償還見込額

当 該 年 度 中 増 減 見 込 み

千円



１　特別職

期 末 手 当

（千円）

年 間 支 給 率

（人） （千円） （千円） （月分）

前年度

比　　　較 0

2 40

0

給　　与　　費

給　料

　　　　　　　　　給

その他の特別職

区 分
職員数

その他の特別職 2本年度

報　酬

40

与　　　　　　　　　　費

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

　

40

40

0 0

40

審議会委員

　　明　　細　　書

備 考地域手当

40

その他の
手　　当

寒冷地
手　当

合 計共 済 費
計



２　一般職

（１）総括

25,195

　　　　　　　　給

区　　　　　　　　分

 報　　酬（千円）

職 員 数

（人）
 給   料（千円）

16,056本 年 度

前 年 度

4

6

△ 2比 較 △ 9,139

区　分
扶養手当 管理職手当

（千円） （千円）

152860

325

△ 325

（千円）

455

△ 2,204

6,056

△ 303

1,034前年度

比　較 △ 174

職員手当の内訳

本年度

期末手当

（千円）

3,852

通勤手当住居手当

（千円）

45,206

△ 2,586

7,96637,240

時 間 外
勤務手当

0

143

△ 16,082

（千円）

備 考
共 済 費

5,380 29,124

合 計

（千円） （千円）

12,045

　与　　　　　　　　費

　　 計　 （千円）

7,688 23,744

職員手当（千円）

△ 4,357 △ 13,496

勤勉手当

（千円）

特殊勤務
手　　当

（千円）

単身赴任
手　　当

△ 1,351

（千円）

2,681

4,032 143



（２）給料及び職員手当の増減額の明細

（３）給料及び職員手当の状況

ア　職員１人当たり給与

イ　初任給

区　　　　分 増　減　額（千円）

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

行政職（一）

179,200

147,100

平成２９年１月１日現在

（歳）

　　増　減　事　由　別　内　訳　　　　（千円）

給 料 △ 9,139

昇 給 に 伴 う 増 加 分

16

140

そ の 他 の 増 減 分 △ 9,295

一 般 行 政 職

331,450

（円）（円）

347,019

374,319

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

（円）

平 均 年 齢

一 般 行 政 職
国の制度

43.9

179,200

平成３０年１月１日現在

平 均 給 料 月 額

区 分

（円）

244

そ の 他 の 増 減 分

（円）

（歳）

47.5

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

350,350

（円）平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

区 分

△ 4,601

職 員 手 当 △ 4,357

147,100高 校 卒

大 学 卒

備 考

期末・勤勉手当　年間支給割合　4.30月→4.40月
扶養手当　配偶者10,000円→6,500円　子8,000円→10,000円　等

説 明

異動等による減

異動等による減



ウ　級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

計 6 100.0

課長補佐、担当長、総主任

3 75.0

1 25.0

３級

５級

　

４級

平成２９年１月１日現在

区 分

一 般 行 政 職

級

　

　

4 100.0

部長 次長 課長、主幹一 般 行 政 職

７級

３級 3 50.0

２級

７級 ６級 ４級

　

１級 　

区 分

平成３０年１月１日現在

６級 　

５級

１級 　

計

２級

職員数
（人）

構成比
（％）

　

７級 　 　

６級 　 　

５級

４級 3 50.0

主事、技師

３級

主任、主事、技師

２級

主事、技師

１級



エ　昇給

８号給

２号給

４号給

（Ｂ）／（Ａ）

号 給 数 別 内 訳
（人）

（人）

（人）

（％）

６号給

１号給
前

年

度

　

5

（人）

　

（人）

1

6

6

（人）

（人）

職 員 数

本

年

度

比 率

4

昇 給 に 係 る 職 員 数

（人）

（人）

100.0（Ｂ）／（Ａ）

３号給

８号給

４号給

（％）

合 計

　

（人）（Ｂ）

１号給 （人）

号 給 数 別 内 訳
　

区 分

６号給

（Ａ）

4

（人） 　

4

（人）

２号給 （人）

（人）

　

（人）

100.0

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ）

比 率

職 員 数 （Ａ）

３号給

5

4

100.0

100.0

6

1

6

一般行政職

4

4

代表的な職種



オ　期末手当・勤勉手当

　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

キ　地域手当

49.59000

2.075

2.275

２５年勤続の者

2.275

2.225

区 分
３５年勤続の者

2.125本 年 度

国 の 制 度 2.125

前 年 度

　　　６月　　（月分） 　　　１２月　（月分）

49.59000

（月分）

34.58250

支 給 期 別 支 給 率

（月分） （月分）

２０年勤続の者

区 分

国の指定基準に基づく支給率

国 の 制 度

支 給 率 等

25.55625

（人）

34.58250

（％）

支 給 対 象 地 域

（支給率等）

25.55625

支 給 率

支 給 対 象 職 員 数

（％）

無

退職時特別昇給

無

備 考

支 給 率 計

4.30

定年前早期退職措置
（2～45％加算）

49.59000

その他の加算措置等

定年前早期退職措置
（2～45％加算）

49.59000

有

有

（月分）

有4.40

4.40

備 考
職制上の段階、
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置

最 高 限 度

（月分）



ク　特殊勤務手当

（ ）

ケ　その他の手当

区 分

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

支 給 対 象 職 員 の 比 率

（％）

（％）平成３０年１月１日現在

全 職 種

0.9

100.0

区 分

扶養手当

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

異なる

水道手当

同　じ

国 の 制 度 と の 異 同

同　じ

通勤手当

住居手当

一般行政職

代表的な職種

0.9

100.0

自動車等利用者（２㎞以上の者）　２㎞　2,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　３㎞　2,400円（以降１㎞ごとに600円加算）

差 異 の 内 容


